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9 -①　面会交流の実情（離婚後）
実　数 ％

取決めあり 52 29.5 
取決めなし 116 65.9 

不　明 8 4.5 
計 176 99.9 
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9 -②　�面会交流の取決めがない理
由

実　数 ％
相手と接触し

たくない 12 10.3 

子どもが拒否
している 6 5.2 

子どもに悪影
響がある 5 4.3 

相手が会いた
がらない 26 22.4 

その他 29 25.0 
不　明 38 32.8 

計 116 100.0 
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9 -③　�面会交流の実施状況
実　数 ％

あ　り 36 20.5
な　し 124 70.5
不　明 16 9.1

計 176 100.1
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面会交流に対する希望（同居親）

面会交流を
求められていない

82.7％

面会交流を
求められている

17.3％

9 -④- 1 （参考）
面会交流に対する希望（同居親）

実　数 ％
面会交流を求
められている 19 17.3

面会交流を求
められていない 91 82.7

計 110 100.0
（同居親（推定）の回答110人中の内訳）

9 -④- 2 （参考）
面会交流に対する希望（別居親）

実　数 ％
面会交流を
求めている 11 61.1

面会交流を求
めていない 7 38.9

計 18 100.0
（別居親（推定）の回答18人中の内訳）

面会交流に対する希望（別居親）

面会交流を
求めていない
38.9％

面会交流を
求めている
61.1％

面会交流についての考え方（同居親）

会わせて
もよい
22.7％

子どもに任せる
10.2％

会わせ
たくない
41.4％

会わせたい
25.8％

9 -⑤- 1 　�面会交流についての考え
方（同居親）

実　数 ％
会わせたく

ない 53 41.4

会わせたい 33 25.8
会わせても

よい 29 22.7

子どもに任
せる 13 10.2

計 128 100.1
（同居親（推定）の回答128人中の内訳）
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面会交流についての考え方（別居親）

会いたくない
53.3％

会いたい
46.7％

9 -⑤- 2 　�面会交流についての考え
方（別居親）

実　数 ％
会いたい 7 46.7

会いたくない 8 53.3
計 15 100.0

（別居親（推定）の回答15人中の内訳）



─ 100 ─

養育費確保の推進に関する制度的諸問題

─ 101 ─

（資料 2 ）

《養育費の確保に関する制度問題研究会》
養育費相談支援センター相談員からのヒアリング結果の概要

日　時　平成23年 9 月20日（火）午後 1 時30分～ 3 時
場　所　公益社団法人家庭問題情報センター会議室
相談員　�荒又和子、入部靖子、遠藤富士子、大越静子、笠松奈津子、瀬部篤二、土井茂

子、中川晃、永田秋夫、真板彰子、山口美智子、渡辺浩子（五十音順）
研究員　片山登志子、島崎謙治、下夷美幸、棚村政行、若林昌子（座長）
養育費相談支援センター（以下「センター」と表記）　鶴岡健一、石橋俊子、海老原博子

【ヒアリング結果の概要】
座 長　　まず、相談において一番困ることは何か、というあたりからお聞きしたい。
相談員A　�　義務者の所在や勤務先が不明で請求も取立てもできないような場合、自分で

住所や勤務先を調べなければならないが、国が何もしてくれないことに対する
不満が多い。アメリカなどでは義務者の所在探索などに国がかなり助力をして
おり、運転免許停止、パスポートの停止など間接的手段をもって履行を強制的
なものにしている。もっともドラスティックな方法としては裁判所の命令に従
わないという法廷侮辱罪で拘禁することなど、手段はいろいろある。これは、
下夷先生も書かれているところであるが。こうした方法はずいぶん以前から行
われている。
　私はかつて東京家裁での履行勧告専門部において履行勧告に関する研究を行
い、昭和35年ころその研究結果を家裁月報に何回かに分けて連載した。私は拘
禁制度を導入する方法しかないという提案をした。日本の履行確保制度として
は、履行勧告、履行命令、寄託があるが、履行命令はほとんど実施されない、
寄託も次第に実施されなくなった、履行勧告は少しずつ効果が上がっている
が、払わないと開き直っている相手方には効果がない。給料債権の差押えにお
いては差押え禁止範囲の縮減、将来分の差押えなどの改正があったが、勤務先
が不明ではどうにもならず、相談で日夜責められてどうしようもない無力感を
感じている。政府にきちんと考えてもらわなければならないが、先生方にもご
尽力をお願いしたい。

相談員B　�　調停によって取り決めた当事者でも、履行勧告制度を知らない人が多い。家
裁の調停や審判後、きちんと説明しておいてほしいと思う。
　また、義務者の所在が不明な場合は戸籍の附票の請求方法を教えており、こ
れについては感謝されているが、勤務先については探索方法がない。調査会社
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に頼めばどの位費用がかかるかと聞かれても答えられない。国が立て替えると
か、強制執行がきちんとできる方法がないとこの問題は解決しないと思う。

相談員C　�　義務者が「開き直っている」場合の相談も困る。ただし、相談者（権利者）
からの一方的な話なので、相談者がそう思い込んでいるだけということもある
のではないかと思う。当事者間の話合いでは喧嘩になって開き直ったようなこ
とを言いがちであるが、実際、調停をしてみるとそうではなかったという例も
あることから、そういう場合は調停の申立てを勧めることもある。

研 究 員　　当事者間では、どういう段階で話合いに入ることが多いのか。 
相談員C　�　ケースバイケースである。中には、同居時から収入がない相手や、今刑務所

に入っているけど取れるか、というような相談もあり、相手に収入があるかど
うかに関係なく、国からもらえるものと思って相談してくる人もいる。

研 究 員　�　厚労省の統計では取決めしていないケースが多い（注；取決め率＝39%（平
成18年度母子世帯等調査））が、センターの相談では取決めをしているケース
が多いのか。取決め後の不履行の方が多いのか。
　また、離婚を前提に養育費のことが問題になっているケースが多いと思う
が、その中で相談をしてくるのは特異なケースなのか。必ずしもそうでなく
て、まさに千差万別なのか。

センター　�　今回のセンターのアンケートでは離婚後の相談者のうち取決めをしていたと
いう人が78. 4 ％ある。厚労省の調査では39％だから、センターの相談者には
取決めをしている人の割合が高いということになる。また、この取決めの内容
については、口約束が21. 7 ％、念書が12. 3 ％、公正証書が22. 5 ％、調停等裁
判所で決めたものが約43. 5 ％という数字が出ている。

研 究 員　　相談は取決めの前と後とではどちらが多いか。
相談員D　�　それぞれどちらもある。時間的流れに沿っていうと、まだ同居していて離婚

を考えている段階、次に別居してから養育費の相談している段階、そして調停
中の段階、取決め後の不履行の段階などである。取決めについては公正証書や
調停での取決めは強制執行ができることなどを説明する。
　不履行については、調停で取決めでも不履行の事例が思った以上に多い。そ
れも決まった直後からの不履行も少なくない。履行勧告の申し出を勧めている
が、履行勧告の効果はあまり期待できないことが多く、無力感がある。

相談員E　�　離婚前の相談もかなりある。養育費への関心も高く、行政に相談し、そこか
らセンターを紹介されてくる。家裁に行くことの抵抗が多い。家裁に行くと金
額が安くなると思っている人がいる。自分の要求どおり公正証書に書いて貰い
たい人が多く、現実的には無理と思われるような内容でも公正証書にして、結
局不払いになっている人がいる。

研 究 員　　家裁で決めると安くなるというのは？
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相談員E　�　養育費算定表を知っている当事者が多いが、算定表の金額は安いという感じ
を持っていて、家裁で算定表に基づいて決められると安くなると思うようだ。

相談員C　�履行勧告に対する不満、たいしたことをしてもらえないという声をよく聞く。
公正証書の場合、履行勧告ができないので，家裁での取決めを勧めたい思いも
あるが、一方、 履行勧告が書面だけで終わってしまうという現状があり、家裁
に関わった者として忸怩たる思いがある。かつては義務者宅を家庭訪問した
り、置手紙をしたりして、それが効果につながったりした。最近は、家庭裁判
所が子どもの調査などに手を取られて履行勧告まで手が回らないなど消極的に
なっている面もあるのではないか。もう少し履行勧告に力を入れてもらいた
い。

研 究 員　�　弁護士が代理人として履行勧告申し出をしても、裁判所の姿勢は同じであ
り、丁寧に勧告をしてくれるわけではない。

相談員A　�　昔は調査官が義務者の自宅を訪問したり呼出すなどしていたが、最近はそこ
までやっていないようだ。

研 究 員　�　平成13年に最高裁が履行状況の実情調査をした結果が家裁月報（54巻 5 号、
平成14年 5 月）に記載されているが、履行勧告により38％が支払っている。今
でも一部履行を含めると50％以上が支払っているのではないか。一時的効果で
あろうが。

研 究 員　　男性（義務者）からの相談はあるか。
相談員C　�　男性からの相談は、金額について幾ら払ったらよいかという相場に関するも

のが圧倒的に多い。
相談員B　�　減額についての相談もある。理由は、再婚したとか、収入が減ったとかであ

る。
相談員F　�　震災後は特にこういう減額についての相談が多い。震災に便乗しているのも

あるかもしれないが。
センター　�　平成22年度の統計では、男性からの相談が13. 3 ％であり、ほとんどが義務

者の立場である。
相談員E　�　再婚による減額請求の問題だが、権利者は心情的に納得しにくい。義務者が

再婚したからといって簡単に減らしてよいのかという心情である。権利者から
見ると、義務者が勝手に再婚したのではないか、勝手に妻の連れ子を養子縁組
をしたのではないかという思いがある。先妻の子に対する最低保障金額があっ
てもよいのではないかという気もする。

相談員F　�　センター設立当初は、養育費の基本的な事柄についての相談が多かったが、
最近は、自分で強制執行をしたが、相手が仕事を辞めてしまったからどうした
らよいかなど次の手、さらに次の手を聞いてくるなど専門的な内容の相談が増
えている。ただ、最初は気の毒だなと感じていても何回も聞かれるとうんざり
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してしまうこともある。
相談員F　�　途中で電話を切る人もいるが、納得して「ありがとう」という感じで終わる

ことが多い。
センター　�　相談員の対応に怒って「上司を出せ」なんて言うのもある。 2 、 3 か月に 1

回程度であるが。養育費相談支援センターの「支援」の文字に苦情を言われる
ことがある。つまり、具体的な「支援」をしてもらえるものだと誤解していて、

「支援」をしないのなら今すぐ「支援」の文字を取れなどというクレームもあ
った。

相談員C　�　人生相談とか、戸籍や婚姻費用の問題など養育費と絡めてどこまで相談に乗
るか。どのような調停申立をしたら無難かなどを考えながら対応している。一
方当事者からの一方的な話なのでそこは注意を要する。電話相談の怖いところ
であるが、都合の悪いことを隠して良いことを言ったり、他人を装って相談す
ることもできるわけである。

研 究 員　　関係機関を紹介することがあると思うが、どのような機関が多いか。
相談員C　�　弁護士会、法テラス、家庭裁判所、母子家庭等就業・自立支援センターなど

である。弁護士を紹介してほしいという相談の場合、法テラスを紹介してい
る。生活上の問題がメインの場合は、母子家庭等就業・自立支援センターから
の回ってきた相談でも、再度自立支援センターに戻ってもらって、養育費と行
政の手当との 2 本立ての支援を勧めている。

研 究 員　�　関係機関としては、どのような社会的資源があってどのような問題や課題が
あるのか。

研 究 員　�　離婚をする前の状況として、働く条件、子の教育など短期間に重要な判断を
迫られるような多くの問題があろう。その中の一つとして養育費の問題がある
のではないかと考えると、総合的な相談支援センターがあって、その中の一つ
として養育費の相談があるのではないか。また、そこと結びついていなければ
ならないのではないか。避難の必要なDV被害者などに避難先をすぐその場で
用意できるような、例えば府中市の白鳥園のような総合的な機関があって、養
育費はその中の一つのリーガルサポートとして位置づけないと本当の支援はう
まくいかないのではないかと以前から思っているのであるがどうであろうか。

研 究 員　�　それがまさにオーストラリアのファミリー・サポート・センターである。総
合的なサポート・センターであり、家族問題で悩んだらすぐ駆け込むことがで
きる受け皿があり、継続して支援し、最後までサポートするという施設らし
い。

研 究 員　�　養育費の問題よりもっと根の深い問題があると、それを解決しなければ本質
な解決にならないと思うが、そのような機関があるか。

相談員F　�　私は「女性相談センター」に特別相談員として勤務しているが、DVの相談
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だけでなく、そこから問題を堀り起こすようにしている。問題によって福祉事
務所につないだり、警察につないだりする。危険性があれば一時保護した上、
離婚などの今後についての相談を受ける。特別相談員は法律的な観点から離婚
を考える場合に最低知っておくことなどを説明する。離婚を望まない場合は修
復する方法などをアドバイスする。このセンターでも誰も頼る人がなくて相談
してくるような人に対しては養育費の問題だけでなく、離婚の問題について説
明したり、生活費の問題だったら母子家庭等・就業自立支援センターを紹介し
たりなどしている。

研 究 員　�　面会交流と養育費は別問題ではあるが、養育費確保の上でも切り離せないと
ころがあるのではないか。相談員が日頃考えている問題点や疑問、解決に向け
ての在り方などについて伺いたい。

相談員C　�　面会交流と養育費の関係について多い相談は、養育費を貰うと会わせなけれ
ばいけないかというものである。別問題であることを説明するが、現実的には
会わせていると養育費の履行状況は悪くないなどと答えるのが普通である。

相談員E　�　面会については会うことを求めている人が多いわけではない。養育費は算定
表ができて義務であることが明確になったと思う。面会についても法律的に子
の権利であると規定されれば一歩前に進むのではないか。

相談員D　�　調停では面会を決めることが増えているが、過去に面会を決めていても実施
されていないことがある。面会をしていれば父親と接点があるけれども面会し
ていないと関係が途絶えてしまい、養育費が不払いになった場合に相手の所在
や様子が分からなくなる。

研 究 員　�　今の話で面会は養育費の担保になっていることが分かる。
研 究 員　�　Y家裁では調停のモデル条項案があり、それに養育費と面会交流が書いてあ

る。調停委員全員がそれを持っていて、調停で面会交流はどうするのかという
話しに進む。何かの折りにその調停の状況について実態調査をしてほしいと家
庭局に希望したところ、実態調査をしてくれ、「司法研究報告」として報告さ
れている。これによると、調停成立の 6 割が調停で面会が決められていて、ダ
ントツに高い。

相談員C　�　面会の実行ができにくい背景として考えられることとして、面会の方法など
具体的なイメージを持っていないことが挙げられる。面会についての意識は相
当変化してきているが、具体的ノウハウまで持っていない。離婚した男女が交
渉するのは不自然だったという時代の意識からまだ脱却しきれていない。まだ
まだ意識改革が必要な時代である。

研 究 員　�　社会的に面会交流を支援するシステムがない。会う場所もない。先進国では
面会の場所が用意されていて、集団的面会などで支援していくとかいろいろな
形がある。
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センター　�　面会交流そのものの相談はそう多くないが、センターで受ける相談の多く
は、養育費を貰えば会わせなければならないのかとか、貰わなくてもいいから
会わせたくないというものなどである。今回のアンケート調査では、会わせて
もいいという監護親が多かったこと、また会いたいと思わない非監護親も多い
ということが分かった。

相談員C　�　離婚している父母が面会交流ということで会っていると、行政から事実婚と
見なされるのではないかと気にしている人もいる。事実婚と見なされると児童
扶養手当に影響するからである。

センター　�　離婚してからも父母がつながりを持っていると、偽装離婚と思われることが
あるようだ。面会交流が理解されてくるとそういう冷たい目はなくなるであろ
うが。先日の研修会において、参加者から、父母が交渉することを良しとしな
い周りの目があるという意見が聞かれた。また、父が通って来ていることを市
役所に通報する人がいるという例が紹介された。説明をすると分かってもらえ
るが、一時手当が止まるということが起きるという話が出た。

研 究 員　�　かつて生活保護を受けている人の隣人が「あの人はエビを食べている」とい
うことを通報してきたということを聞いたことがある。何を食べていてもいい
と思うのだけどね。また、「あの男性民生委員は母子家庭を訪問するといつも
長くてけしからん」という類の通報が意外に多い。東京と地方とでは違うかも
しれないが、そういう心配は、今の段階であながち余計な心配でもないかもし
れない。

相談員G　�　自営業者の収入については、申告額と実際との乖離が大きいのではないか 。
車といっても外車だったり。調停では外車を持たなくてもよいのではないかな
どと細かいことを言ったりするが、自営業の人にとってはそれなりに必要なの
かもしれないし、養育費との関係ではどうなのかなどと思う。
　また、強制執行は将来分まで押さえられることになったが、そのことが履行
勧告が簡単に取り扱われるようになったことと結びつくのかどうか。つまり、
払わない人には強制執行すればいいのではないかという考え方があるのか。

相談員H　�　争いがあれば調停で話し合うこともできるが、相手がどこにいるか分からな
い、勤務先も分からない、実家に尋ねても教えてくれないなどというケースは
争う相手もいないのだからどうにもならない。相談されてもなすすべがない。

　 　　�　生活保護受給者の場合、福祉の方から義務者に支払うよう連絡をすることも
あるようだ。それでも知らん顔をしているケースもある。生活保護の受給を減
らすためにはわずかでももらう方がよいと思われるが、何ともできないケース
が少なくない。
　口頭や私的文書で取決めている場合、それは表に出ないから生活保護を受け
られている。そのような場合、養育費の減額を求められて、家裁に調停を申し
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立てるとなると、養育費をもらうということ自体が表に出てしまう、どうした
らよいのかという相談がある。生活保護においては建前と実際が違うようだ。
筋をきちんと説明することはできるが、それ以上は本人の考えもありので、相
談としては話は聞くが対応策については曖昧になってしまうことがある。

相談員A　�　生活保護受給者に対する扶養義務者に支払い能力があれば、行政は求償権を
行使して取り立てるべきなのに、それをしていないのが問題である。

研 究 員　　一時期扶養義務者に対する請求申立てをさせていた時期があった。
相談員A　�　本気で国がやらず、うやむやにしているから払わないと開き直る義務者を作

っている。
相談員C　�　調停事件において、収入があることは確かだが、それを把握できず、妻は別

居中なので、市に照会しても回答してもらえない。裁判所は嘱託をして調べら
れるのにそれをしない。弁護士からそのような請求がないので、職権で行うこ
とまでは考えないとのことだった。調停委員も喉から手が出ていてもそれを求
められない。場合によっては勤務先の開示も求められるのではないか。所在不
明で逃げ回る者の収入や勤務先を明確にする方法があるのにそれをしない方は
ないのではないかと、個人的には思っている。裁判所が嘱託した例を余り見た
ことがない。

研 究 員　�　調停や審判においてそれを求めれば本人の同意が必要と言われるのではない
か。

相談員C　　本人の同意がなくてもできるのではないか。
研 究 員　�　明文で決められていれば裁判官は楽にやれる。今は同意がなければしないと

いう運用になっているのであろう。
相談員C　　一度誰か勇気をふるってやってもらえば道ができるのではないか。
相談員A　�　生活保護の場合、裁判所に出さなくても自分（行政）が求償権を行使すれば

よい。
相 談 員 I　�　私はまだ 2 回しか相談経験がないが、他罰的で自分だけがひどい目にあって

いると訴えてくる相談者が多い。家裁勤務の経験ある者としては、相手の言い
分も見え隠れし、「そうはいってもあなたの言うとおりにはならない」と思い
ながらもそれは言わないで、限界もあるけど頑張ってみたらという対応をして
いるのが私のレベルである。ある相談で、暴力的な夫で子が 2 人、調停離婚し
たが、夫は建築関係の自営業で養育費を支払う気持ちがないし、金もない。妻
は調停委員から養育費は諦めるよう説得されて親権者だけをとって離婚した。
面会もさせたくなかったが、会いたいと言われ、会わせているうちに 3 人目が
できて復縁してしまった。そしたらまた暴力が始まった。今度こそ養育費をし
っかり取って離婚したいが、また養育費は無理と説得されそうだから調停はし
たくないという相談。状況が違うからと、もう一度調停を出すことを助言した
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（資料 2）養育費相談支援センター相談員からのヒアリング結果の概要

ところ、相手方負担で弁護士をつけて、相手方に弁護士料を支払ってもらう方
法があると聞いたが、本当かという。全部自分の都合のよいように解決したい
と思う相談者が多いが、どういう風に対応したらよいか悩みながらやってい
る。

相談員J　�　私も相談員経験は半年足らずである。一番思うのは義務者の収入が低く、
300万円以下、権利者も100万円以下が多い。算定表は知っているが、知識はほ
とんどない人が多い。こうした人たちはこれからどう生活していくのか。総合
的な援助を必要としている人がいかに多いかを感じる。養育費だけでなく、面
会交流のケースでも同様な思いをしている。

相談員K　�　相談員をしてみて驚いたのは、家裁のことがあまり知られていないことであ
る。調停申立てを勧めると、弁護士費用は幾らかかるかと聞かれる。調停で養
育費が決まるとこれで成人まで生活が保障されたように思ったりする。養育費
はその後、相手や自分の再婚などの事情で減額、免除などということが起きる
ということも説明している。

相談員K　�　権利者側も実親から養育費を貰うことを前提に再婚したりしているから、実
父から免除の請求が来るとびっくりしてしまう。調停では、そこまで言う訳に
はいかないだろう。

相談員K　�　時効の問題もある。 5 年か10年かはっきりしない。何年も支払われていない
場合、 5 年以内に強制執行をして時効を中断することを勧めることもあるが、
養育費債権については時効の期間がはっきりしていないところがある。

相 談 員 L　�　履行勧告に対する期待は大きいと思うが、今は履行勧告をあっさりやってい
る印象がある。以前は家庭まで行って説得したり家の状況を見たりした。調査
官が、履行勧告まで手が廻らないのだろうか。また、相手が所在不明で生活が
大変で実家に依存せざるを得ない権利者が多い。所在をくらましている男性に
憤りを感じる。
また、女性のパート収入が低いことも問題だ。女性の収入が増えれば父親の養
育費負担も減るし母子家庭の生活も向上する。

相談員F　�　申立ての管轄の問題がある。相手方の住所地の家裁まで費用の面で行けない
人が多い。以前のように共助事件として処理するということを今はしていな
い。子を抱えて生活が大変だという事情を示して効率的に進行してほしいとの
文章を入れるように助言しているが。合意管轄については相手が合意しないか
ら到底無理である。

相談員F　�　一時期、T家裁は申立人の住所でも調停を受理していた時期があったが、今
は管轄の決まりどおりになっている。母子家庭に配慮した扱いをしてもらえな
いのかと思ったりする。審判で申し立てる方法を教えてもよいが、審判で受理
しても調停に廻し、移送するということになる。弁護士に遠隔地に行ったもら
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う方法、遠隔地の弁護士に依頼する方法を考えたことがあったが、法テラスで
は特別な事情がないと出張旅費までは出ないということでそれも難しいようで
あった。

座 長　�　貴重な意見を頂き大変勉強になった。今日の結果を生かすような研究をした
いと思う。今後ともよろしくご協力をお願いします。
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